
平成26年 №７ 

○国立大学法人東京学芸大学検定料の免除等に関する規程の一部を改正する規程 

 

改正理由 

  免除対象の見直しに伴い，所要の改正を行うものである。 

 

承認経過 

  平成26年３月13日  教育研究評議会  審議・承認 

 



 国立大学法人東京学芸大学検定料の免除等に関する規程の一部を改正する規程を次のよ

うに制定する。 

 

  平成26年３月14日 

                  国立大学法人東京学芸大学長 

                          村 松 泰 子 

 

平成26年規程第７号 

   国立大学法人東京学芸大学検定料の免除等に関する規程の一部を改正する規程 

 

 

国立大学法人東京学芸大学検定料の免除等に関する規程（平成24年規程第１号）の一部

について，別紙新旧対照表の右欄を，左欄のように改正する。 

 

 

 

 

 

 

 

 



国立大学法人東京学芸大学検定料の免除等に関する規程の一部改正について 

 

改正理由：免除対象の見直しに伴い，所要の改正を行うものである。 

改        正 現         行 

 

 （趣旨）  

第１条 この規程は東京学芸大学学則（平成16年学則第２号）第33条の２第２項及 

 び東京学芸大学大学院学則（平成16年学則第１号）第38条の規定に基づき，検定

料の免除及び返付について定めるものとする。 

 （免除対象） 

第２条 東京学芸大学（以下「本学」という。）の入学試験（学部，特別専攻科，大

学院教育学研究科，大学院連合学校教育学研究科（博士課程）入学試験，以下「各

入学試験」という。）の志願者（科目等履修生及び研究生は除く。以下同じ。）の

うち，第３条各号の一に該当する者を各入学試験の検定料（以下「入学検定料」と

いう。）の免除対象者とする。ただし，免除の対象となる激甚災害（激甚災害に対

処するための特別の財政援助等に関する法律（昭和37年法律第150号）に基づき、

「激甚災害」として政令で指定されたものをいう。以下同じ。）は，免除を受けよ

うとする各入学試験の出願期限から過去３年の間に発生したものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず，東日本大震災において被災した志願者については当分

の間免除の対象とする。 

 

 （免除の要件） 

第３条 入学検定料は，志願者が次の各号の一に該当する場合に，それぞれ全額を免 

除することができる。 

(1) 学資負担者が激甚災害により被災し，居住家屋等について地方公共団体が行う

全壊（全焼，全流失を含む。），半壊（半焼を含む。）又は一部損壊の証明書を

得ることができる者 

(2) 学資負担者が激甚災害により死亡又は行方不明・重症の者 

(3) 学資負担者が激甚災害により，勤務先（会社や自営業等ほか，田畑，漁業船舶
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学院教育学研究科，大学院連合学校教育学研究科（博士課程）入学試験，以下「各
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 （免除の要件） 

第３条 入学検定料は，志願者が次の各号の一に該当する場合に，それぞれ全額を免

除することができる。 

(1) 学資負担者が激甚災害により被災し，居住家屋等について地方公共団体が行う  

 全壊（全焼，全流失を含む。），半壊（半焼を含む。）又は一部損壊の証明書を
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(3) 学資負担者が激甚災害により，勤務先（会社や自営業等ほか，田畑，漁業船 



等を含む。）が被災したことで，収入が見込めなくなった者 

(4) 日本政府（文部科学省）国費外国人留学生として各入学試験に出願する者（た

だし，各入学試験に合格しなかった者は除く。） 

(5) 大学院連合学校教育学研究科を構成する大学の研究科（修士課程）から引き  

続き進学のため大学院連合学校教育学研究科（博士課程）入学試験に出願する  

者 

(6) その他学長が必要と認めた者 

  

〔省略〕 

 

附  則 

 この規程は，平成26年４月１日から施行する。 
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〔省略〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


